
流域治水プロジェクトの策定・公表について

令和4年11月10日

京都府建設交通部

資料1第5回 丹後管内二級河川流域治水協議会
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流域治水プロジェクトとは
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「流域治水」の考えに基づき、国、府、市町村、民間企業、住民等の流域内のあらゆ
る関係者が、流域全体で緊急的に実施すべき治水対策の全体像。

流域内で実施中の取組について、流
域図にプロットしたもの

①位置図

②ロードマップ

今後30年の流域内の治水対策の進捗
状況について表したもの

③参考資料

各関係者の取組を一枚にまとめたも
の。「氾濫をできるだけ防ぐ・減ら
す対策」、「被害対象を減少させる
ための対策」、「被害の軽減・早期
復旧・復興のための対策」に分類さ
れる。



対象河川について
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今年度策定対象の水系は以下の10水系です。なお、昨年度策定の5
水系についても今回の策定に合わせ、フォローアップを行います。

1. 大雲川
2. 神子川・大膳川
3. 筒川
4. 吉野川・宇川
5. 新樋越川
6. 木津川
7. 栃谷川・久美谷川

【策定対象河川】

【フォローアップ対象河川】

1. 大手川
2. 野田川
3. 竹野川
4. 佐濃谷川
5. 川上谷川



大雲川水系

流域治水プロジェクト(案)

おお くも
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○気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、大雲川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組みを実
施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

大雲川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～長狭な氾濫平野で流域治水を推進～

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・土地等の購入に当たっての水害リスク情報の提供
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実
・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備
・水防工法等の訓練や土のう等の備蓄資材確保など、
水防活動の支援
・地図混乱地域の解消

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実行され次第、掲載します

対策内容

N

二級水系
流域治水プロジェクト

大雲川水系

洪水浸水想定区域の指定(完)

土砂災害警戒区域等の指定(完)

防災無線の整備(完)

地籍調査の実施

防災情報の発信

水防活動の支援

地区防災計画の作成推進

洪水等ハザードマップの作成(完)・周知

水源林造成事業による森林の整備・保全

標準横断図

4000 300017000

H.W.L.

60000 70000

図-2 堤防整備(上：イメージ図、下：標準断面図）

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

図-3 水源林造成事業による森林整備実施イメージ図-1 大雲川洪水、津波ハザードマップ(提供：宮津市)

京都府

早めの避難を促すために、津波、土砂災害、洪水ハザード
マップを流域世帯に配布

開発行為に伴う調整池の設置義務付け 河道拡幅、堤防整備、
護岸整備、橋梁改築・撤去

防災訓練の実施

おお くも

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等
が一体となって防災対策を推進

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例



⚫大雲川水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河川整備により、堤防の嵩上げを行うとともに、流域の雨水貯留機能の向上・保全を実施する
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「水災害リスク情報空白地帯の解消」や「住民の水害リスクに対する理解促進

の取組」等のソフト対策を実施する

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分

主な対策内容 実施主体 工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだ
け防ぐ・減らすた
めの対策

河川等整備 京都府

流域の雨水貯留機能の
向上・保全 宮津市

被害対象を減少させるた
めの対策

- -

被害の軽減、早
期復旧・復興の
ための対策

水災害リスク情報空白地帯の
解消 宮津市、京都府

住民の水害リスクに対する
理解促進の取組 宮津市

土砂災害警戒区域等の指定 京都府

土地等の購入にあたっての
水災害リスク情報の提供 宮津市

避難行動に資する情報発信等
の高度化及び防災情報の充実 宮津市

確実な避難行動の実施 宮津市

水防工法等の訓練や土のう等
備蓄資材確保など、水防活動

の支援
宮津市

地図混乱地域の解消 宮津市

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

大雲川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～長狭な氾濫平野で流域治水を推進～

二級水系
流域治水プロジェクト 京都府

お お く も



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター 近畿北陸整備局

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込
めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を
図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する
除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内
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⚫ 二級河川大雲川では、平成２９年台風１８号により、中流部から大規模な溢水が発生し、人家や護岸崩壊等の被害
が発生しました。

⚫ 洪水の被害が発生した区間において、洪水を安全に流下させるために必要な護岸整備等を実施します。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜堤防整備＞ 京都府 丹後広域振興局 建設部

平成29年台風18号

H29年９月位置図

脇・中村地区

栗田湾

天橋立
宮
津
市

栗田湾

大
雲
川

中村地区

脇地区

R2年９月

R4年7月

護岸工（災害復旧）
【完了】

築堤工

築堤工

護岸工（災害復旧）
【完了】

標準横断図

4000 3000

60000 70000

17000

H.W.L.
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ゲリラ豪雨や台風等による大規模洪水の発生に備え、市民に早めの避難行動を促すため、洪水ハザードマップを作
成し、流域世帯へ配布（R元～R3）。津波（新規）、土砂災害（更新）のハザードマップも配布した（R3）。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜洪水ハザードマップの作成・配布＞ 宮津市
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜地区防災計画の作成・推進＞ 宮津市

地域住民が、地元の災害リスクについて話し合い、防災意識を高め、早期の避難行動が図れるよう、住民自らが災害
避難計画を策定する「地区防災計画作成」を推進（R元～）。

作成自治会数：H26：6、R元：4、R2：5、R3：2、R4：7 （R4.10月現在）

警戒体制＋マップの冊子型
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○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入
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⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位
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神子川・大膳川水系
流域治水プロジェクト（案）

み こ だい ぜん
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〇気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、神子川・大膳川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以
下の取り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

神子川・大膳川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～歴史残るまちと港を紡ぐ流域治水の推進～

京都府
二級水系

流域治水プロジェクト

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等の整備
・河川等の維持管理
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・土地等の購入に当たっての水害リスク情報の提供
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実

・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備
・水防工法等の訓練や土のう等の備蓄資材確保など、
水防活動の支援
・地図混乱地域の解消

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

N

神子川水系

大膳川水系
森林の整備・保全

治山対策

河道掘削、護岸整備
調整池、橋梁改築・撤去

図-1 洪水ハザードマップの作成・配布（提供：宮津市）

施工前 施工後

図-3 神子川維持掘削（丹後広域振興局）図-2 水源林造成事業による森林整備実施イメージ

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

維持掘削

農業水利施設の整備・保全

【全水系で実施】

防災訓練の実施

水防活動の支援 防災情報の発信

防災無線の整備(完)

洪水等ハザードマップの作成(完)・周知

地区防災計画の作成推進

土砂災害警戒区域等の指定(完)

地籍調査の実施

開発行為に伴う調整池の設置義務付け

洪水浸水想定区域の指定(完)

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

流域内各地の対策

凡例

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等
が一体となって防災対策を推進

み こ だい ぜん
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⚫神子川・大膳川水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河川整備により、護岸を整備するとともに、河道掘削等の河川維持管理も実施する
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「水災害リスク情報空白地帯の解消」や「住民の水害リスクに対する理解促進

の取組」等のソフト対策を実施する

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分 主な対策内容 実施主体
工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだ
け防ぐ・減らす
ための対策

河川等整備 京都府

河川等の維持管理 京都府

流域の雨水貯留機能
の向上・保全

宮津市

被害対象を減少させる
ための対策

- -

被害の軽減、早
期復旧・復興の
ための対策

水災害リスク情報空白地帯
の解消

宮津市、京都府

住民の水害リスクに対する
理解促進の取組

宮津市

土砂災害警戒区域等の指定 京都府

土地等の購入にあたっての
水災害リスク情報の提供

宮津市

避難行動に資する情報発信
等の高度化及び防災情報の

充実
宮津市、京都府

確実な避難行動の実施 宮津市

水防工法等の訓練や土のう
等の備蓄資材確保など
水防活動の支援

宮津市

地図混乱地域の解消 宮津市

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

神子川・大膳川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～歴史残るまちと港を紡ぐ流域治水の推進～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

み こ だい ぜん
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター 近畿北陸整備局

16

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込めない箇
所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、
森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する除間伐等
の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内



⚫ 河積阻害を軽減し、流下能力を向上させるために必要な河道拡幅や護岸整備及び洪水を安全に流下させるために
河道の維持掘削を進めている。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
〈河道拡幅〉 京都府 丹後広域振興局 建設部
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＜河道拡幅及び護岸整備＞

河道維持管理掘削区間

＜維持掘削＞

施工後

施工前

神子川



ゲリラ豪雨や台風等による大規模洪水の発生に備え、市民に早めの避難行動を促すため、洪水ハザードマップ
を作成し、流域世帯へ配布（R元～R3）。
津波（新規）、土砂災害（更新）のハザードマップも配布した（R3）。

※小規模10河川の洪水ハザードマップもR3、R4で配布した。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜洪水ハザードマップの作成・配布＞ 宮津市

18



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜地区防災計画の作成・推進＞ 宮津市
地域住民が、地元の災害リスクについて話し合い、防災意識を高め、早期の避難行動が図れるよう、住民自
らが災害避難計画を策定する「地区防災計画作成」を推進（R元～）。
作成自治会数：H26：6、R元：4、R2：5、R3：2、R4：7 （R4.10月現在）

警戒体制＋マップの冊子型

19



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜避難確保計画の作成促進＞ 宮津市

～R元 R2 R3 R4.10 計

3 13 14 6 36

避難確保計画
作成数

区分洪水土砂津波 実計

作成
対象
施設

福祉 10 15 4 25

学校 5 5 2 11

医療 1 1 1

計 16 20 7 37

作成

25

11

0

36

※土砂＋洪水など警戒区域が重複する施設あり

警戒区域内にある13の入所型福祉施設はR3までにすべて作成

作成依頼を継続

洪水浸水想定区域内等の要配慮者利用施設の管理者等による避難確保計画作成を促進（R2～）災害警戒時に施設
利用者・職員等の速やかな安全確保ができるよう必要な事項を定めるもの

20



○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入

21



⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位

22



筒川水系
流域治水プロジェクト（案）

23

つつ



○気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、筒川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組みを実施
していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

筒川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～川を中心に広がる農地で流域治水を推進～

N

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・土砂災害を防止する施設の整備・維持
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報
の充実
・確実な避難行動の実施
・避難場所・避難経路の浸水対策
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備、排水計画
に基づく排水訓練の実施
・水防工法等の訓練や土のう等の備蓄資材確保など、
水防活動の支援
・被災自治体に対する支援の充実
・地図混乱地域の解消

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

図-4 森林整備実施イメージ

図-1 治山事業実施イメージ

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

図-5  令和6年度完成予定防災センター
イメージ （提供：伊根町）

施工前 施工後

図-3 全戸配布ネットワーク
回覧板「いねばん」を
用いた防災情報発信の
高度化

図-2 堤防整備嵩上げイメージ

洪水ハザードマップの作成・周知(完)

防災訓練の実施

情報発信等の高度化(完)

水防活動の支援

洪水浸水想定区域の指定(完)

土砂災害警戒区域等の指定(完)

水源林造成事業による森林の整備・保全

開発行為に伴う調整池の設置義務付け

森林整備（間伐等）(完)

森林整備（間伐等）(完)

避難所の確保

治山施設の整備(完)

森林整備（間伐等）(完)

森林整備（間伐等）(完)

森林整備（間伐等）(完)

河道掘削、堤防整備

護岸整備

治山施設の整備(完)

流木対策(完)

森林整備（間伐等）(完)

森林整備（間伐等）(完)

二級水系
流域治水プロジェクト

京都府

つ つ

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

流域内各地の対策

凡例

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等が一体と
なって防災対策を推進

24



⚫筒川水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河川整備により、堤防の嵩上げを行うとともに、流域の雨水貯留機能の向上・保全を実施する
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「水災害リスク情報空白地帯の解消」や「住民の水害リスクに対する理解促

進の取組」等のソフト対策を実施する

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分 主な対策内容 実施主体
工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだ
け防ぐ・減らす
ための対策

河川等整備 京都府

土砂災害を防止する施設の
整備・維持

京都府

流域の雨水貯留機能
の向上・保全

宮津市、京都府

被害対象を減少させる
ための対策

- -

被害の軽減、
早期復旧・復
興のための対

策

水災害リスク情報空白地帯の
解消

宮津市、伊根町、京都府

住民の水害リスクに対する理
解促進の取組

宮津市

土砂災害警戒区域等
の指定

京都府

避難行動に資する情報発信
等の高度化及び防災情報の

充実
宮津市、伊根町、京都府

確実な避難行動の実施 宮津市、伊根町

避難場所・避難経路
の浸水対策

伊根町

排水ポンプ車導入、出動要請の
連絡体制の整備、排水計画に基
づく排水訓練の実施 伊根町

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

令和6年度防災センター建設

筒川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～川を中心に広がる農地で流域治水を推進～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

つ つ
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター 近畿北陸整備局

26

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込めない箇
所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、
森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する除間伐等
の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜治山事業＞ 京都府 丹後広域振興局 農林商工部

● 治山事業は森林の維持造成を通じて府民の生命・財産を保全するとともに、水源の涵養、生活環境の保全・形成
等図る重要な事業です。京都府では、流木対策のための治山施設の設置、森林整備のほか人家や公共施設等に隣
接した森林における 風倒木等の危険木の伐採など、森林の持つ防災機能をはじめとした、多面的機能の向上を推進
しています。

治山事業（国庫事業） 保安林危険木重点事業（京都府単独事業） 未来へつなぐ安心・安全の森づくり事業（京都
府森林環境税事業）

荒廃した渓流や山腹に対する復旧や未然防止対策
（管内28箇所で実施（当該流域で2箇所実施））

山地災害危険地区で危険度の高い箇所の流木対策
（管内20箇所で実施（当該流域で実施なし））

地域住民による危険木の撤去等を支援
（管内でのべ6自治区で実施（当該流域で実施なし））

危険木の撤去（実施後）

荒廃した渓流の復旧（実施前）

荒廃した渓流の復旧（実施後）

流木の撤去及び捕捉施設の設置（実施前）

流木の撤去及び捕捉施設の設置（実施後）

危険木の撤去（実施前）

27
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⚫ 洪水時に安全に水を流下させるために、堤防の強化・嵩上げを実施。
⚫ 洪水時の水位を下げるために、河積確保を実施。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜筒川の河川改修＞ 京都府 丹後広域振興局 建設部
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜森林整備事業による間伐等の実施＞ 京都府 丹後広域振興局 農林商工部

⚫ 近年、豪雨災害により府内各地で山地災害が多発する中、森林の防災・減災機能の発揮
に対する期待がより一層高まっています。

⚫ 森林整備事業は、整備の遅れた森林等において、間伐を始めとする森林整備を行うこと
により、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全等の森林の有する多面的機能の維
持・増進に資する事業です。 ※国事業名：森林環境保全整備事業（農林水産省林野庁所管）

【取組内容】間伐等の森林整備
【場 所】伊根町菅野他

間伐等の整備が遅れた森林では、
下層植生が著しく乏しく、豪雨時
には雨水による浸食により、土砂
等が流出しやすくなります。

整備が適正に実施された森林では
、下層植生が繁茂し、土砂等の流
出が少なくなります。

【整備前】 【整備後】

整備前後の森林の状況（イメージ）

宮津市
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⚫ 伊根町では、筒川流域の山間部に暮らす住民の安全確保のため、災害の危険が高まった時の避難所として伊根町
防災センター（仮称）の建設を予定しています。

⚫ 防災及び災害復旧の拠点として、浸水や地震などの自然災害に対して安全な計画とするとともに、災害発生時に
おいても災害対策機能を保持するため、ライフラインが維持できる計画とします。

⚫ 高齢化率が高まる中、だれもが利用しやすいユニバーサルデザインに十分配慮した計画とします。
⚫ 完成予定 令和６年度

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜避難場所の確保＞ 伊根町

30

全体イメージ

防災センターの外観イメージ



⚫ 伊根町では最新の解析結果に基づき、筒川の「浸水想定区域図」を令和３年１０月に更新し、周知を行いました。
⚫ 浸水想定のほか、「土砂災害警戒箇所マップ」や「避難所位置図」などの各種防災マップも配布しています。
⚫ これらハザードマップなど防災や安全に関わる情報は、町内の全世帯に配布したタブレット端末「いねばん」を使用し、いつでも

確認することができます。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜洪水ハザードマップの作成・周知＞ 伊根町

31

ネットワーク回覧板
「いねばん」

各種防災マップが
いつでも確認できる

筒川浸水想定区域図



⚫ 伊根町ではアナログ防災行政無線の更新に伴い、町内の全世帯にタブレット端末を配布し、ネットワーク回覧板の「いねばん」を
運用しています。アナログ防災無線では、放送の聞き逃しや音声情報のみの放送で理解しにくい課題がありましたが、「いねば
ん」では情報を繰り返し確認することができ、音声のほか画像の配信も可能です。

⚫ 有事の際には防災関連情報を随時発信できるほか、日ごろから浸水想定区域図や避難所などの情報を、画像で確認することができ
ます。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜防災情報発信の高度化＞ 伊根町

32

ネットワーク回覧板「いねばん」
タブレット端末を全世帯に配布

各種防災情報をいつでも画像で確
認することができる。

アプリをダウンロー
ドすることでスマー
トフォンでも受信す
ることができる。



○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入
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⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位

34



吉野川・宇川水系
流域治水プロジェクト(案)

よし の う

35



■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等維持管理
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報
の充実
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備
・被災自治体に対する支援の充実
・緊急車両の移動経路の確保

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

N

吉野川水系

宇川水系

宇
川

河道掘削

河道掘削

治山施設の整備(完)

河道掘削、堤防整備、護岸整備

養浜工
危機管理型水位計設置

図-1 ハザードマップの作成・普及（提供：京丹後市）

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

標準断面図

H29台風18号被災時 R3年3月復旧完了時

図-3 河道拡幅事業

図-4 地域と連携した訓練・研修（提供：京丹後市）

吉野川・宇川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～自然の港湾や林野など多自然川づくりで流域治水を推進～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

○気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、吉野川・宇川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組
みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

図-2 マイタイムラインの作成・推進（提供：京丹後市）

森林の整備・保全

洪水浸水想定区域図の指定(完)

土砂災害警戒区域指定(完)

【全水系で実施】

開発行為に伴う調整池
の設置義務付け

砂防堰堤の
堆積土砂の

撤去

緊急浚渫
農道整備(完)

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等が一
体となって防災対策を推進

よ し の う
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⚫吉野川・宇川水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河川整備により、河積を広げる河道拡幅を行うとともに、「流域の雨水貯留機能の向上・保全」を実施する
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「避難行動に資する情報発信等の高度化及び

防災情報の充実」や「住民の水害リスクに対する理解促進の取組」等のソフト対策を実施する

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分 主な対策内容 実施主体
工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすため

の対策

河川等整備 京都府

河川等維持管理 京丹後市

流域の雨水貯留機能の
向上・保全 宮津市、京都府

被害対象を減少させるた
めの対策

- -

被害の軽減、早
期復旧・復興のた

めの対策

水災害リスク情報空白地
帯の解消 京丹後市、京都府

住民の水害リスクに対す
る理解促進の取組 京丹後市

土砂災害警戒区域等の
指定 京都府

避難行動に資する情報発
信等の高度化及び
防災情報の充実

京丹後市

被災自治体に対する支援
の充実 京丹後市

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

吉野川・宇川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～自然の港湾や林野など多自然川づくりで流域治水を推進～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

よ し の う
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜治山事業＞ 京都府 丹後広域振興局 農林商工部

● 治山事業は森林の維持造成を通じて府民の生命・財産を保全するとともに、水源の涵養、生活環境の保全・形成
等図る重要な事業です。京都府では、流木対策のための治山施設の設置、森林整備のほか人家や公共施設等に隣
接した森林における 風倒木等の危険木の伐採など、森林の持つ防災機能をはじめとした、多面的機能の向上を推
進しています。

治山事業（国庫事業） 保安林危険木重点事業（京都府単独事業） 未来へつなぐ安心・安全の森づくり事業（京都
府森林環境税事業）

荒廃した渓流や山腹に対する復旧や未然防止対策
（管内28箇所で実施（当該流域で2箇所実施））

山地災害危険地区で危険度の高い箇所の流木対策
（管内20箇所で実施（当該流域で実施なし））

地域住民による危険木の撤去等を支援
（管内でのべ6自治区で実施（当該流域で実施なし））

危険木の撤去（実施後）

荒廃した渓流の復旧（実施前）

荒廃した渓流の復旧（実施後）

流木の撤去及び捕捉施設の設置（実施前）

流木の撤去及び捕捉施設の設置（実施後）

危険木の撤去（実施前）

38
38



○代表横断図

⚫ 河積を拡大し、治水安全度を向上させるために河道拡幅事業を実施。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
〈河道拡幅〉 京都府 丹後広域振興局 建設部

39

平成29年9月台風18号被災時 令和3年3月完了時



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ハザードマップの作成・普及＞ 京丹後市

○位置図、イメージ図（パースなど）、写真

⚫ 災害時における避難の促進、避難行動等を市民に周知するため、土砂災害・洪水・地震等に対応した各種マッ
プ作成し、市内全世帯への配布を行った。また、転入者等に対して適宜配布を行っている。

マップの他、マイタイムライン、気象情報の見方、
避難行動の方法、避難情報の種類、水位の程
度、非常用持ち出し袋の防災備蓄品等の紹介を
行っています。 40



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜マイタイムラインの作成推進＞ 京丹後市

⚫ 地域または家庭におけるタイムラインを作成し、危険区域からの早期避難やいざという時の避難所や避難経路
を再確認する。

○市広報誌掲載
○区長会等での呼びかけ
○ワークショップの開催

41



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜地域と連携した訓練・研修＞ 京丹後市

⚫ 年１回地域や自主防災組織、防災関係機関等と連携を行い、自然災害を想定した各種訓練を実施、また災害時
の理念「自助」「共助」を推進する取組として地域防災リーダー研修で防災・減災につなげる。

42

○避難情報、行動、避難所運営
訓練

○消防資機材の点検、使用訓練
○危険箇所パトロール
○地域防災力の向上のための講
演、研修

など



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜避難体制等の強化＞ 京丹後市

⚫ 風水害における土砂災害や洪水での避難を呼びかける避難情報の理解と積極的な活用をすすめるための周
知・広報を行っている。

43

【主な広報媒体】
○市広報誌
○市ホームページ
○市ケーブルＴＶ



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ため池ハザードマップの作成＞ 京丹後市

⚫ 京丹後市に存在する防災重点農業用ため池を対象に、万が一に備え被害想定区域等を表示した「ため池ハ
ザードマップ」を作成

44

・京丹後市では、防災重
点ため池が59箇所存在
します。
・万が一ため池が決壊し
たときに備えて、被害想
定区域や避難場所等が
表示された「ため池ハ
ザードマップ」作成を実施
しています。

○ハザードマップ作成状況

令和3年度：１池作成

■防災重点ため池ハザードマップ



○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入

45



⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位
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新樋越川水系

47

流域治水プロジェクト(案)

しん ひ こし



離湖

新樋越川水系

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等の維持管理
・海岸保全施設の整備・維持

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報
の充実

・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備
・被災自治体に対する支援の充実
・緊急車両の移動経路の確保

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

N

河道掘削

養浜工

簡易型河川カメラ設置

洪水浸水想定区域図の指定(完)

土砂災害警戒区域指定(完)

新樋越川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～離湖と共に歩み、守る流域治水～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

○気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、新樋越川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組みを
実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

図-1 河道掘削

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

図-3 地域と連携した訓練・研修（提供：京丹後市）

図-2 避難体制の強化
（提供：京丹後市）

開発行為に伴う調整池
の設置義務付け

施工前

施工後

河道掘削

農道整備(完)

農道整備(完)

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等が一
体となって防災対策を推進

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

流域内各地の対策

凡例

しん ひ こし

48



⚫新樋越川水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河道掘削等の河川維持管理を行うとともに、「海岸保全施設の整備・維持」を行う
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「避難行動に資する情報発信等の高度化及び

防災情報の充実」や「住民の水害リスクに対する理解促進の取組」等のソフト対策を実施する

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分 主な対策内容 実施主体
工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすため

の対策

河川等の維持管理 京丹後市、京都府

海岸保全施設の
整備・維持

京都府

被害対象を減少させるた
めの対策

- -

被害の軽減、早
期復旧・復興のた

めの対策

水害リスク情報空白地帯
の解消

京丹後市、京都府

住民の水害リスクに対す
る理解促進の取組

京丹後市

土砂災害警戒区域等の
指定

京都府

避難行動に資する情報発
信等の高度化及び
防災情報の充実

京丹後市、京都府

被災自治体に対する
支援の充実

京丹後市

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

新樋越川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～離湖と共に歩み、守る流域治水～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

しん ひ こし
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター 近畿北陸整備局

50

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込めない箇
所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、
森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する除間伐等
の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内



○位置図、写真

⚫ 河積阻害を軽減し、流下能力を向上させるために河道の維持管理掘削を進めている。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
〈河道掘削〉 京都府 丹後広域振興局 建設部

浚渫＜維持掘削＞

施工前 施工後

離湖

樋越川

新樋越川 大橋川

京丹後市網野町小浜地内他

施工中
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ハザードマップの作成・普及＞ 京丹後市

○位置図、イメージ図（パースなど）、写真

⚫ 災害時における避難の促進、避難行動等を市民に周知するため、土砂災害・洪水・地震等に対応した各種マッ
プ作成し、市内全世帯への配布を行った。また、転入者等に対して適宜配布を行っている。

マップの他、マイタイムライン、気象情報の見方、
避難行動の方法、避難情報の種類、水位の程
度、非常用持ち出し袋の防災備蓄品等の紹介を
行っています。 52



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜マイタイムラインの作成推進＞ 京丹後市

⚫ 地域または家庭におけるタイムラインを作成し、危険区域からの早期避難やいざという時の避難所や避難経路
を再確認する。
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○市広報誌掲載
○区長会等での呼びかけ
○ワークショップの開催



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜地域と連携した訓練・研修＞ 京丹後市

⚫ 年１回地域や自主防災組織、防災関係機関等と連携を行い、自然災害を想定した各種訓練を実施、また災害時
の理念「自助」「共助」を推進する取組として地域防災リーダー研修で防災・減災につなげる。

54

○避難情報、行動、避難所運営
訓練

○消防資機材の点検、使用訓練
○危険箇所パトロール
○地域防災力の向上のための講
演、研修

など



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜避難体制等の強化＞ 京丹後市

⚫ 風水害における土砂災害や洪水での避難を呼びかける避難情報の理解と積極的な活用をすすめるための周
知・広報を行っている。
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【主な広報媒体】
○市広報誌
○市ホームページ
○市ケーブルＴＶ



○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入

56



⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位
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木津川水系

流域治水プロジェクト(案)

き づ
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■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等の維持管理
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報
の充実
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備
・被災自治体に対する支援の充実

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

木津川水系

河道掘削
危険木等の撤去(完)

森林整備（間伐等）(完)

洪水浸水想定区域図の指定(完)

土砂災害警戒区域等の指定(完)

河道掘削、護岸整備

橋梁改築

浚渫（維持掘削）

簡易型河川カメラ設置

木津川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～山地に囲まれた観光地での流域治水の推進～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

○気候変動による水災害の激甚化・頻発化に備え、木津川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組みを実施してい
くことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

危機管理型水位計設置

H29年台風18号 被害状況
時間最大雨量 73mm

図-1 河道掘削施工イメージ

図-2 水源林造成事業による森林整備実施イメージ

図-3 ハザードマップの作成・周知（提供：京丹後市）

水源林造成事業による森林の整備・保全

開発行為に伴う調整池の設置義務付け

N

施工前 施工後

護岸整備

農道整備(完)

地すべり対策事業(完)

き づ

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

流域内各地の対策

凡例

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等が一
体となって防災対策を推進

59



気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分 主な対策内容 実施主体
工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすため

の対策

河川等整備 京都府

河川等の維持管理 京丹後市、京都府

流域の雨水貯留機能の
向上・保全

京都府

被害対象を減少させるた
めの対策

- -

被害の軽減、早
期復旧・復興のた

めの対策

水災害リスク情報空白地
帯の解消

京丹後市、京都府

住民の水害リスクに対す
る理解促進の取組

京丹後市

土砂災害警戒区域等の
指定

京都府

避難行動に資する情報発
信等の高度化及び
防災情報の充実

京丹後市、京都府

被災自治体に対する支援
の充実

京丹後市

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

木津川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～山地に囲まれた観光地での流域治水の推進～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

⚫木津川水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河道掘削等の河川維持管理を行うとともに、「海岸保全施設の整備・維持」を行う
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報の充実」や「住民の

水害リスクに対する理解促進の取組」等のソフト対策を実施する

60



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター 近畿北陸整備局

61

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込めない箇
所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、
森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する除間伐等
の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜治山事業＞ 京都府 丹後広域振興局 農林商工部

● 治山事業は森林の維持造成を通じて府民の生命・財産を保全するとともに、水源の涵養、生活環境の保全・形成
等図る重要な事業です。京都府では、流木対策のための治山施設の設置、森林整備のほか人家や公共施設等に
隣接した森林における風倒木等の危険木の伐採など、森林の持つ防災機能をはじめとした、多面的機能の向上を推
進しています。

治山事業（国庫事業） 保安林危険木重点事業（京都府単独事業） 未来へつなぐ安心・安全の森づくり事業
（京都府森林環境税事業）

荒廃した渓流や山腹に対する復旧や未然防止対策
（管内28箇所で実施（当該流域で実施なし））

山地災害危険地区で危険度の高い箇所の流木対策
（管内20箇所で実施（当該流域で実施なし））

地域住民による危険木の撤去等を支援
（管内のべ6自治区で実施（当該流域で1自治区実施））

危険木の撤去（実施後）

荒廃した渓流の復旧（実施前）

荒廃した渓流の復旧（実施後）

流木の撤去及び捕捉施設の設置（実施前）

流木の撤去及び捕捉施設の設置（実施後）

危険木の撤去（実施前）
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜森林整備事業による間伐等の実施＞ 京都府 丹後広域振興局 農林商工部

丹後広域振興局森づくり振興課
⚫ 近年、豪雨災害により府内各地で山地災害が多発する中、森林の防災・減災機能の発揮に対する期待がよ

り一層高まっています。
⚫ 森林整備事業は、整備の遅れた森林等において、間伐を始めとする森林整備を行うことにより、国土の保

全、水源の涵養、自然環境の保全等の森林の有する多面的機能の維持・増進に資する事業です。
※国事業名：森林環境保全整備事業（農林水産省林野庁所管）

【取組内容】間伐等の森林整備
【場 所】京丹後市網野町溝野

間伐等の整備が遅れた森林では、
下層植生が著しく乏しく、豪雨時
には雨水による浸食により、土砂
等が流出しやすくなります。

整備が適正に実施された森林では
、下層植生が繁茂し、土砂等の流
出が少なくなります。

【整備前】 【整備後】

整備前後の森林の状況 （イメージ）

宮津市
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ハザードマップの作成・普及＞ 京丹後市

○位置図、イメージ図（パースなど）、写真

⚫ 災害時における避難の促進、避難行動等を市民に周知するため、土砂災害・洪水・地震等に対応した各種マッ
プ作成し、市内全世帯への配布を行った。また、転入者等に対して適宜配布を行っている。

マップの他、マイタイムライン、気象情報の見方、
避難行動の方法、避難情報の種類、水位の程
度、非常用持ち出し袋の防災備蓄品等の紹介を
行っています。 64



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜マイタイムラインの作成推進＞ 京丹後市

⚫ 地域または家庭におけるタイムラインを作成し、危険区域からの早期避難やいざという時の避難所や避難経路
を再確認する。
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○市広報誌掲載
○区長会等での呼びかけ
○ワークショップの開催



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜地域と連携した訓練・研修＞ 京丹後市

⚫ 年１回地域や自主防災組織、防災関係機関等と連携を行い、自然災害を想定した各種訓練を実施、また災害時
の理念「自助」「共助」を推進する取組として地域防災リーダー研修で防災・減災につなげる。

66

○避難情報、行動、避難所運営
訓練

○消防資機材の点検、使用訓練
○危険箇所パトロール
○地域防災力の向上のための講
演、研修

など



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜避難体制等の強化＞ 京丹後市

⚫ 風水害における土砂災害や洪水での避難を呼びかける避難情報の理解と積極的な活用をすすめるための周
知・広報を行っている。
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【主な広報媒体】
○市広報誌
○市ホームページ
○市ケーブルＴＶ



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ため池ハザードマップの作成＞ 京丹後市

⚫ 京丹後市に存在する防災重点農業用ため池を対象に、万が一に備え被害想定区域等を表示した「ため池ハ
ザードマップ」の作成を実施

68

・京丹後市では、防災重
点ため池が59箇所存在
します。
・万が一ため池が決壊し
たときに備えて、被害想
定区域や避難場所等が
表示された「ため池ハ
ザードマップ」の作成を実
施しています。

○ハザードマップ作成状況

令和3年度：１池作成

■防災重点ため池ハザードマップ



○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入
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⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位
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栃谷川・久美谷川水系

流域治水プロジェクト(案)

とち たに く み たに

71



■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・高潮対策（逆流防止ゲート整備）

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報
の充実
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備
・被災自治体に対する支援の充実

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

栃谷川水系

久美谷川水系

逆流防止ゲート整備

ため池ハザードマップ作成・周知

危機管理型水位計設置

浸水想定区域図公表済

土砂災害警戒区域指定済

【全水系で実施】

図-1 逆流防止ゲート整備
（イメージ図）

栃谷川、久美谷川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～小さな平地が連なるまちを守るための流域治水～

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

○気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、栃谷川・久美谷川水系においても、事前防災対策を進める必要があり、以下の取
り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

N

図-3 維持掘削

施行前

施行後

図-2 ため池、洪水ハザードマップ
の作成・周知（提供：京丹後市）

土砂掘削（浚渫）

土砂掘削（浚渫）

維持掘削（浚渫）

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

とち たに く み たに

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等が一
体となって防災対策を推進

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例
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⚫栃谷川・久美谷水系では、上下流・本支川の流域全体を俯瞰し、府、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進する。
【短 期】 河道掘削等の河川維持管理を行うとともに、「海岸保全施設の整備・維持」を行う
【中 長期】 河川整備により、さらなる流下能力の向上を図るとともに、 「避難行動に資する情報発信等の高度化及び防災情報の充実」や「住民の

水害リスクに対する理解促進の取組」等のソフト対策を実施する

気候変動
を踏まえた
更なる対策
を推進

区分 主な対策内容 実施主体
工程（ 対策実施中 対策完成）

短期（令和４年

度～令和８年度）
中長期（令和９年度～令和33年度）

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすため

の対策

逆流防止ゲートの整備 京丹後市

被害対象を減少させるた
めの対策

- -

被害の軽減、早
期復旧・復興のた

めの対策

水害リスク情報空白地帯
の解消

京丹後市、京都府

住民の水害リスクに対す
る理解促進の取組

京丹後市

土砂災害警戒区域等の
指定

京都府

避難行動に資する情報発
信等の高度化及び
防災情報の充実

京丹後市、京都府

被災自治体に対する
支援の充実

京丹後市

※スケジュールは今後の事業進捗の状況によって変更となる場合がある。

栃谷川、久美谷川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～小さな平地が連なるまちを守るための流域治水～

京都府
二級水系

流域治水プロジェクト

とち たに く み たに
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林整備センター 近畿北陸整備局

74

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込めない箇
所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂を促し、
森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する除間伐等
の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内



○位置図、写真

⚫ 河積阻害を軽減し、流下能力を向上させるために河道の維持管理掘削を進めている。

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
〈河道掘削〉 京都府 丹後広域振興局 建設部

75

位置図 ＜維持掘削＞

施工前

施工後
浚渫箇所

R312



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ため池ハザードマップの作成・周知＞ 京都府 丹後広域振興局 農林商工部

⚫ 丹後管内には、決壊時に住宅や公共施設等に被害を及ぼすおそれのある防災重点農業用ため池が、令和
３年度末時点で７２箇所存在します。

⚫ それぞれの防災重点農業用ため池について、万が一決壊した際の浸水想定区域図や避難経路及び避難所
を記載した「ため池ハザードマップ」の作成を順次実施しています。

76

○ため池ハザードマップの作成手順○ため池ハザードマップ例

○ため池ハザードマップ作成状況
・令和２年度までに作成 ４３箇所
・令和３年度作成 １９箇所

対象ため池の諸元調査及び現地踏査

浸水想定区域の解析

ワークショップにより避難所・避難
経路及びハザードマップに記載する

べき情報の確認

ハザードマップ完成



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ハザードマップの作成・普及＞ 京丹後市

○位置図、イメージ図（パースなど）、写真

⚫ 災害時における避難の促進、避難行動等を市民に周知するため、土砂災害・洪水・地震等に対応した各種マッ
プ作成し、市内全世帯への配布を行った。また、転入者等に対して適宜配布を行っている。

マップの他、マイタイムライン、気象情報の見方、
避難行動の方法、避難情報の種類、水位の程
度、非常用持ち出し袋の防災備蓄品等の紹介を
行っています。 77



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜マイタイムラインの作成推進＞ 京丹後市

⚫ 地域または家庭におけるタイムラインを作成し、危険区域からの早期避難やいざという時の避難所や避難経路
を再確認する。
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○市広報誌掲載
○区長会等での呼びかけ
○ワークショップの開催



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜地域と連携した訓練・研修＞ 京丹後市

⚫ 年１回地域や自主防災組織、防災関係機関等と連携を行い、自然災害を想定した各種訓練を実施、また災害時
の理念「自助」「共助」を推進する取組として地域防災リーダー研修で防災・減災につなげる。

79

○避難情報、行動、避難所運営
訓練

○消防資機材の点検、使用訓練
○危険箇所パトロール
○地域防災力の向上のための講
演、研修

など



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜避難体制等の強化＞ 京丹後市

⚫ 風水害における土砂災害や洪水での避難を呼びかける避難情報の理解と積極的な活用をすすめるための周
知・広報を行っている。
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【主な広報媒体】
○市広報誌
○市ホームページ
○市ケーブルＴＶ



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜ため池ハザードマップの作成＞ 京丹後市

⚫ 京丹後市に存在する防災重点農業用ため池を対象に、万が一に備え被害想定区域等を表示した「ため池ハ
ザードマップ」の作成を実施

・京丹後市では、防災重
点ため池が59箇所存在
します。
・万が一ため池が決壊し
たときに備えて、被害想
定区域や避難場所等が
表示された「ため池ハ
ザードマップ」の作成を実
施しています。

○ハザードマップ作成状況

令和3年度：１池作成

■防災重点ため池ハザードマップ
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○河川の氾濫や内水などによる浸水被害発生時、現地において迅速かつ的確に排水作業
を行い、浸水被害の軽減や地域における早期の復旧活動を支援

○常設の排水施設がない河川等で機動的に湛水を排除

【対策内容】
・排水ポンプ車導入の検討
・出動要請の連絡体制の整備
・排水計画の策定、計画に基
づく排水訓練の実施

※排水ポンプ車４台(1台あたり排水能力30m3/min）で、府内一円に出動
※国、市所有の排水ポンプ車と連携

近畿地方整備局の排水ポンプ車稼働状況
（Ｈ３０年７月豪雨・福知山市荒河排水機場）

●

●

●
●

運用計画

Ｒ３年６月綾部市と合同訓練を実施

●：保管場所

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜排水ポンプ車＞ 京都府 建設交通部

H30年9月 土木事務所に排水ポンプ車を導入

82



⚫ 府管理河川において、洪水時の水位観測に特化した危機管理型水位計を１２６箇所に設置し、また、機能を限定し
た低コストな簡易型河川監視カメラを７３箇所に設置し、府のホームページで住民への情報提供を行っています。

被害の軽減、早期復旧・復興のための対策事例
＜水位計・河川監視カメラ等の設置・情報提供＞ 京都府 建設交通部

簡易型河川監視カメラ

危険水位

氾濫開始水位

観測開始水位超過

平常水位

危機管理型水位計

現在までの水位
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大手川水系

流域治水プロジェクトフォローアップ(案)

おお て

84



大手川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～多様な水音を奏でるまちの流域治水の推進～

0 1 2(km)

宮津天橋立IC

京都丹後鉄道
宮津駅

宮津市役所

宮津湾

川幅の拡幅、河床掘削、
築堤(完)

川幅の拡幅、河床掘削、
築堤(完)

大手川水系

京都府
二級水系

流域治水プロジェクト

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等の維持管理
・下水道、排水機場などの排水施設の整備・維持
・土砂災害を防止する施設の整備・維持
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・土地等の購入に当たっての水害リスク情報の提供
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実
・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備、
排水計画に基づく排水訓練の実施
・水防工法等の訓練や土のう等の備蓄資材確保など、
水防活動の支援
・地図混乱地域の解消

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

国土地理院Vector(仮称)に凡例等を追記

福田橋付近

河道拡幅

地区防災計画の作成推進

森林整備(本数調整伐)(完)

森林整備
(間伐等)(完)

宮津市

○気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、平成16年台風23号と同規模の洪水を安全に流下させることを目標に河川整備を実施した
大手川水系では、さらに以下の事前防災対策の取り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等
が一体となって防災対策を推進

開発行為に伴う
調整池の設置義務付け

洪水等ハザードマップの
作成(完)・周知

防災訓練の実施

防災無線の整備(完)

防災活動拠点の整備(完)

水防活動の支援

防災情報の発信

農業水利施設の整備・保全

治山対策

森林の整備・保全

雨水ポンプ場の能力増強

土砂災害警戒区域等
の指定(完)

洪水浸水想定区域
の指定(完)

模式図
広報ステッカー設置事例

（府庁２号館屋上）

250 L 200 L

マイクロ呑龍（各戸雨水貯留施設）

平成16(2004)年台風23号による被害
『浸水家屋 2485戸、浸水面積約170ha』

地籍調査の実施

N
大手川水系

京口

滝馬

喜多

今福

小田

砂防関係施設の整備

宮津市役所付近

滝馬川河川整備事業

水源林造成事業による森林の整備・保全
6箇所 森林面積 465ha

おお て

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター近畿北陸整備局

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込
めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を
図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する
除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内
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野田川水系

流域治水プロジェクトフォローアップ(案)

87
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野田川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～歴史、景色紡ぐまちの流域治水の推進～

0 1 2(km) 野田川水系

滝川

加悦奥川

岩屋川

河道拡幅、河床掘削、
護岸整備

京都丹後鉄道
与謝野駅

与謝天橋立IC

阿蘇海

河道拡幅、河床掘削、
護岸整備(完)

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

京都府

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等の維持管理
・下水道、排水機場などの排水施設の整備・維持
・土砂災害を防止する施設の整備・維持
・流水の貯留機能の拡大
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・土地等の購入に当たっての水害リスク情報の提供
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実
・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備、
排水計画に基づく排水訓練の実施
・水防工法等の訓練や土のう等の備蓄資材確保など、
水防活動の支援
・地図混乱地域の解消

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

国土地理院Vector(仮称)に凡例等を追記

二級水系
流域治水プロジェクト

砂防堰堤の堆積土砂の撤去、
雨水貯留施設の整備

森林の整備・保全

治山対策

洪水ハザードマップの
作成(完)・周知

ため池ハザードマップの
作成(完)・周知

防災無線の整備(完)

防災訓練の実施

地籍調査の実施

河道内樹木
の伐採

治山施設の整備(完)

治山施設の整備(完)

森林整備(本数調整伐)(完)

流木対策(完)
治山施設の整備(完)

治山施設の整備(完)
流木対策(完)

森林整備(間
伐等)(完)

森林整備(間伐等)(完)

森林整備
(間伐等)(完)

治山施設の整備(完)
流木対策(完)

治山施設の整備

治山施設の
整備

雨水ポンプ場
の更新

京丹後市

宮津市

与謝野町

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市町
等が一体となって防災対策を推進

開発行為に伴う
調整池の設置義務付け

土砂災害警戒区域
等の指定(完)

○気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、平成16年台風23号と同規模の洪水に対して人家浸水被害の解消を図ることを目標に河川
整備を実施している野田川水系では、以下の事前防災対策の取り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

洪水浸水想定区域
の指定(完)

模式図
広報ステッカー設置事例

（府庁２号館屋上）

250 L 200 L

マイクロ呑龍（各戸雨水貯留施設）

平成16年台風23号による被害
『浸水家屋 241戸、浸水面積約342ha』

治山施設の整備(完)
流木対策(完)

危険木等の撤去(完)

N
野田川水系 森林整備(本数

調整伐)(完)

須津

石川

香河

上山田

岩屋

幾地

加悦奥

加悦

明石

温江

金屋

滝

与謝

砂防関係施設
の整備

いななき橋付近

水源林造成事業による森林の整備・保全
41箇所 植栽面積 1612ha

の だ

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター近畿北陸整備局

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込
めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を
図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する
除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内
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竹野川水系

流域治水プロジェクトフォローアップ(案)

たけ の
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竹野川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～半島の背骨を守る流域治水の推進～

0 1 2(km)

竹野川水系

京丹後大宮IC

河道拡幅、河床掘削、築堤

京都縦丹後鉄道
峰山駅

日本海

河道拡幅

分水路

河道拡幅

河道拡幅

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

京都府

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等の維持管理
・土砂災害を防止する施設の整備・維持
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実
・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備、
排水計画に基づく排水訓練の実施

■被害対象を減少させるための対策
・霞堤の機能保全

対策内容

国土地理院Vector(仮称)に凡例等を追記

二級水系
流域治水プロジェクト

治山施設の整備(完)
流木対策(完)

治山施設の整備
流木対策(完)

森林整備(本数調整伐)(完)
危険木等の撤去(完)

治山施設の整備(完)
流木対策(完)

危険木等の撤去(完)
治山施設の整備

治山施設の整備(完)
ため池ハザードマップ

作成・周知

京丹後市

与謝野町

○気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、平成16年台風23号と同規模の洪水に対して人家浸水被害の解消を図ることを目標に河川
整備を実施している竹野川水系では、以下の事前防災対策の取り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等
が一体となって防災対策を推進

開発行為に伴う
調整池の設置義務付け

霞堤の機能保全

土砂災害警戒区域
等の指定(完)

洪水浸水想定区域
の指定(完)

防災無線の整備(完)

橋梁撤去

N
竹野川水系

丹後町
竹野

丹後町
吉永

丹後町
徳光

弥栄町
鳥取

弥栄町
等楽寺

弥栄町
芋野

峰山町安

峰山町
矢田

峰山町
久次

峰山町
鱒留

大宮町
河辺

大宮町
善王寺

大宮町
上常吉

大宮町
五十河

大宮町
久住

砂防関係施設の整備

自主防災組織による
災害想定訓練

防災行政無線戸別受信機の
全戸貸与による災害情報の周知

丹後町三宅

平成16年台風23号による被害
『浸水家屋 210戸、浸水面積約332ha』

弥栄町井辺

水源林造成事業による森林の整備・保全
27箇所 森林面積 870ha

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例

たけ の
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター近畿北陸整備局

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込
めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を
図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する
除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内
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佐濃谷川水系

流域治水プロジェクトフォローアップ(案)

さ の たに
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佐濃谷川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～緑の野、実りの里の流域治水～

佐濃谷川水系

河道掘削、築堤、護岸整備、
橋梁改築、井堰改築、樋門整備

0 1 2(km)

久美浜湾

日本海

京都丹後鉄道
小天橋駅

京都府
二級水系

流域治水プロジェクト

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等の維持管理
・土砂災害を防止する施設の整備・維持
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実
・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備、
排水計画に基づく排水訓練の実施

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

国土地理院Vector(仮称)に凡例等を追記

平成10年台風7号による被害
『浸水家屋 61戸、浸水面積約184ha』

治山施設の整備、
流木対策(完)、

森林整備(本数調整伐)(完)

ため池ハザードマップ
作成・周知

京丹後市

○気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、平成16年台風23号と同規模の洪水に対して人家浸水被害の解消を図ることを目標に河川
整備を実施している佐濃谷川水系では、以下の事前防災対策の取り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等
が一体となって防災対策を推進

開発行為に伴う
調整池の設置義務付け

土砂災害警戒区域等
の指定(完)

洪水浸水想定区域
の指定(完)

防災無線の整備(完)

久美浜町
鹿野

久美浜町
三原

久美浜町
大井

久美浜町
長野

久美浜町
円頓寺

久美浜町
野中

久美浜町
尉ヶ畑 鹿野橋付近

平成29年台風18号による被害
『浸水家屋 18戸、浸水面積約100ha』

久美浜町二俣地区

土砂災害・洪水等に対応した防災マップの配布

防災行政無線戸別受信機の
全戸貸与による災害情報の周知

N

佐濃谷川水系

水源林造成事業による森林の整備・保全
3箇所 森林面積 159ha

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例

さ の たに
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター近畿北陸整備局

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込
めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を
図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する
除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内
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川上谷川水系

流域治水プロジェクトフォローアップ(案)

かわ かみ たに
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川上谷川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～肥沃な平地で流域治水を推進～

平成16年台風23号による被害
『浸水家屋 152戸、浸水面積 246ha』

川上谷川水系

川幅の拡幅、河床掘削、
築堤、護岸整備

京都丹後鉄道
かぶと山駅

久美浜湾

0 1 2(km)

京都府二級水系
流域治水プロジェクト

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河川等整備
・河川等の維持管理
・土砂災害を防止する施設の整備・維持
・流域の雨水貯留機能の向上・保全

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・住民の水害リスクに対する理解促進の取組
・土砂災害警戒区域等の指定
・避難行動に資する情報発信等の高度化及び
防災情報の充実
・確実な避難行動の実施
・排水ポンプ車出動要請の連絡体制の整備、
排水計画に基づく排水訓練の実施

■被害対象を減少させるための対策
※対策が実施され次第、掲載を予定

対策内容

※本図は全対策の内、代表的な対策を記載している。
※具体的な対策内容については今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

国土地理院Vector(仮称)に凡例等を追記

永留川

大門橋

川上谷川

永留川と川上谷川の合流点付近

森林整備(間伐等)(完)

危険木等の撤去(完)、
治山施設の整備

ため池ハザードマップ
作成・周知

京丹後市

兵庫県

○気候変動の影響による災害の頻発化・激甚化に対応するため、平成16年台風23号と同規模の洪水に対して人家浸水被害の解消を図ることを目標に河川
整備を実施している川上谷川水系では、以下の事前防災対策の取り組みを実施していくことで、流域における浸水被害の軽減を図る。

※災害からの安全な京都づくり条例に基づき、府、市等
が一体となって防災対策を推進

開発行為に伴う
調整池の設置義務付け

土砂災害警戒区域
等の指定(完)

洪水浸水想定区域
の指定(完)

橋梁改築・撤去

防災無線の整備(完)

N

川上谷川水系久美浜町
甲山

久美浜町
芦原

久美浜町
出角

久美浜町
永留

久美浜町
須田

久美浜町
市野々

平成10年台風7号による被害
『浸水家屋 61戸、浸水面積 23ha』

橋爪橋付近
避難行動のポイントを

広報誌で周知

防災行政無線戸別受信機の
全戸貸与による災害情報の周知

水源林造成事業による森林の整備・保全
5箇所 森林面積 348ha

京都府管理河川

流域界

（完） 対策完成

防災重点農業用ため池

流域内各地の対策

凡例

かわ かみ たに
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氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策事例
＜水源林造成事業による森林の整備・保全＞

国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター近畿北陸整備局

⚫ 水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込
めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の高度発揮を
図る事業です。

⚫ 水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成長や下層植生の繁茂
を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流域治水を強化促進します。

⚫ 丹後管内流域における水源林造成事業地は、約109箇所（森林面積約4,505ha）であり、流域治水に資する
除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。

兵庫県

福井県

N

一級河川
由良川流域

日本海

中丹管内

丹後管内
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